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序   文 
 

 日本は、政府開発援助（ODA）により、開発途上国の国造りを支援しています。日本は援助総

額が世界第１位のトップドナーであり、日本の継続的な取り組みおよび開発途上国自身の自助努

力を支援する姿勢は、被援助国の開発に大きく貢献し、高く評価されています。しかし、ODAは、

政治的経済的に不安定なうえに文化や社会環境も日本とは異なる開発途上国で行われること、さ

らにはカウンターパートと呼ばれる相手国の関係者と協議しつつ協力を進める必要があることな

どから、必ずしも当初の計画どおりに事業が進まないことがあります。 

 近年の厳しい政府の財政事情によりODA予算の見直しが行われていることを背景として、ODA

が開発途上国の国造り・人造りに役立っているのか等の観点から、事業評価の充実が求められて

います。ODAの実施機関である国際協力事業団（JICA）としては、所期の目標を達成できた案件

についてはその成功要因を分析し、また、目標を達成するのが困難であった案件についてもその

阻害要因を分析し、その結果を新規案件を実施する際の教訓としてフィードバックしています。 

 ODA事業は、協力の現場が主として海外であり、日本国民が容易に目で見たり実感できないと

いう事情があるため、事業の成果を広く一般に理解してもらうことも重要な課題となっています。

このため、JICAでは近年、外部の有識者による「第三者評価」を充実させ、国民の目を代表して

客観的な評価をしていただいております。 

 本報告書は、平成10年11月に毎日新聞社の河出卓郎氏を団長として派遣された第三者評価調査

団（セネガル職業訓練）の調査結果を取りまとめたものです。本報告書に記載された内容は、評

価者の意見を尊重した形で取りまとめられたものであり、必ずしもJICAの見解を代表するもので

はありませんが、本報告書において指摘されている教訓や提言については、今後類似の案件を実

施する際に大いに役立てていく所存です。 

 最後に、本評価調査の実施にあたっては、日本・セネガル両国の関係者の方々に多大なご協力

をいただきました。ここに、ご協力いただきました関係各位に対して、心より感謝の意を表する

とともに、今後のご支援をお願いする次第です。 

 

 平成11年11月 

                    国際協力事業団 
                      理事 伊集院明夫 
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調査結果の要約 
 

 本評価調査では、現地調査に先立ち、評価調査のために作成したプロジェクト・デザイン・マ

トリックス（PDM） に基づきアンケートを作成し、これを事前にセネガル側に送付して記入を依

頼した。現地では、同アンケートを回収するとともに、関係者へのインタビューを実施した。 

 以下に、本調査結果を「目標達成度」「効果」「計画の妥当性」「自立発展性」の４つの基準によ

りまとめる。なお、JICAでは通常、「効率性」の観点からも評価を行っているが、「効率性」につ

いては、終了時評価調査などにおいてすでに詳細に調査されていることから、重複を避けるため、

本評価調査では割愛することとした。 

 

１．目標達成度 

 本プロジェクトの目標は、日本・セネガル職業訓練センター（CFPT）を設立し、カウンターパ

ートへの技術移転を行うことを通じて、工業設備（電子、電気、機械）に関する基礎的知識と技

能を与えるための技術職業訓練を行うことにより、セネガルにおける中堅技能者の育成を図るこ

とであった。この目標は、10年間にわたる日本側の協力を通じて、以下に示すように十分達成さ

れたといえる。 

 

 (1) 訓練コースの拡充 

   1984年プロジェクト方式技術協力がスタートしたときの養成訓練の計画定員は３学科、５

コース、150名(10名×５コース×３学年)であった。本調査時点での在校生は第１学年58名、

第２学年55名、第３学年43名、合計156名となっており、最近５年間の在籍数は、各年160名

前後で推移している。 

 以上は昼間の養成訓練についてであるが、CFPTは1993年、独自に夜間の養成訓練コースを

開設し、現時点におけるその在籍数は272名に達している。なお、プロジェクト方式技術協力

による日本人専門家の派遣は1991年３月にすでに終了しており、CFPTの指導員層は、その身

分と処遇についての未解決の問題を抱えながら、倍増した業務量をこなしている。 

 さらに、CFPTは企業側の要請に応える形で、1989年から在職者訓練も開始しており、入手

資料による1998年の実績は、16コース、121名、延べ1257時間となっている。 

 

 (2) センター卒業生の動向 

   センターの卒業生は1987年に３年間の養成訓練を修了した第１期生29名から1998年までに

合計542名にのぼっている。これら卒業生のうち、技能工免状(BT)試験志願者は482名、合格

者は348名で合格率は71％である。また、同期間における就職希望者299名の就職率は86％、
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257名となっているが、卒業の１年後にはほとんど全員が就職しているといわれている。これ

らBT合格率および就職率のいずれもが、他の施設と比較して著しく高率である。 

 

 (3) 卒業生の活躍とCFPTの社会的評価 

   就職している卒業生はセネガルの産業の中堅を担う技術者、技能者として活躍し、雇用主

によって高く評価されている。また、卒業生自身もセンターで受けた訓練内容について満足

度が高い。 

 このため、工科系学生の第１希望はCFPTといっても過言ではない。特に、BT資格のレベ

ルでは他の工業高校や職業訓練施設の追随を許さず、他校からはCFPTの全科がモデルとして

みられている。これは各訓練分野の技術移転と同時にマネージメントについても技術移転さ

れ、また供与した日本の機材が優秀であったことにもよるものと考えられる。 

 

 (4) 職業訓練指導員への技術移転 

   CFPTにおける指導員の配置状況は、計画当初の20名から、現在では30名に増強されている。

そのうち16名が日本人専門家の旧カウンターパートである。1984年のプロジェクト方式技術

協力開始以来1991年までの７年間に、日本からは、３次にわたり長短あわせて43名の専門家

が派遣された。CFPTの今日の業績は、これら専門家からカウンターパートへの技術移転、さ

らにはカウンターパートからそれ以外の指導員への二次的な技術移転が、成功裏に行われて

いることを明瞭に示唆している。CFPT指導員のなかにはまだ必要な資格に達せず国家公務員

身分を取得していない者が11名いるが、その地位安定のため資格取得を促進することが望ま

れる。 

 

 (5) 機材、施設の維持管理 

   機械、設備の維持管理については、全般的には満足すべき状態にあるが、電気、電子部品

のなかには13年を経過し、使用不能のものもある。現地で調達できない特殊な部品について

は日本側の支援を求めている。 

 

２．効果 

 本プロジェクトは、セネガルの経済社会のみならずその周辺国にも大きなインパクトを与えて

いる。 

 

 (1) 国内経済社会への効果 

   セネガルにおいては、1980～1990年代を通じ、産業構造に大きな変化の跡を検証すること
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は困難である。長期化する一次産品の不況、国際収支の不均衡、肥大化するインフォーマル

セクターの存在が事態をいっそう複雑にしている。労働市場に目を移すと、総人口940万人

（1997年推定、C.I.A.レポート。以下同じ）、生産年齢人口460万人で、このうち雇用労働者

数は17万5000人、うち60％がパブリックセクター、40％がプライベートセクターとなってい

る。この雇用労働者数は、1980年代の半ばの23万人をピークとして減少傾向がみられる。 

 このきわめて限定的な雇用労働者市場に対し、この11年間、CFPTの存在が可能にした良質

な人材の供給は、質・量の両面で、セネガル国内の経済社会にポジティブなインパクトを与

えているものと判断される。 

 CFPT卒業生は各企業の主としてメインテナンス部門で活躍しており、装置産業の最新機械

の監視なども担当している。また、中小企業ではマネージャーのポストに就いている者もあ

る。雇用主からも卒業生の勤務態度、基礎学力および技能について、正当な評価を得ており、

かつ、相応した処遇を受けていることが判明した。在職者訓練もこうした企業の要望に応え

て現場のニーズに即した訓練が行われ、CFPTの活動は産業界に高く評価されている。 

 また、CFPTの成功によって、セネガル政府は、さらに短大レベルの高度の技能者・技術者

を養成する部門（情報技術科、自動制御技術科）を開設するべく、準備を進めている。 

 

 (2) 周辺国への効果 

   今回の調査結果について特筆すべきは、本プロジェクトが、国内の関係者はもとより、ア

フリカ仏語圏（21カ国）においても高い評価を享受するに至っていることである。国民教育

省職業訓練局長によれば、CFPTは、同圏内のベスト３センターにあげられている由である。

他の２つは、モロッコのラバトセンター（印刷訓練）とガボンのリーブルビルセンター（コ

ンピューター訓練）である。同局長の発言は、1990年に開始された周辺国からの養成訓練受

入が、現時点までに、17カ国、138名（累計）に達していることにより裏づけられる。ただし、

外国人受入枠は、自国民優先の立場から、15％程度（20～22名）にコントロールされている。 

 

３．計画の妥当性 

  本計画が策定された1984年当時の上位目標は、中堅技能者を育成することにより、軽工業を

中心とした二次産業を振興し、農業を中心としたモノカルチャー経済からの脱皮を図ることで

あった。14年経過した今日においても、セネガルにおける基本的な政策目標は変わっておらず、

プロジェクトの成果をみると、本計画はきわめて妥当なものであったと評価し得る。 

 

 (1) 政策優先度 

   セネガルには巨大なインフォーマルセクターが存在する。一説には、GNPの60％、雇用の
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ほとんどがインフォーマルセクターによっているという。この存在が政府の統治能力、資源

の動員力に大きな制約を課している。こうした状況下において、セネガルの国家予算は、常

に国民教育省に最優先の配分（２～３割）を与え、職業訓練にはその１割程度が割り当てら

れている。人的資源の開発は、セネガルの国家戦略であり、その方針は現行の第9次経済社会

開発計画（1996～2001年）および国家公共投資計画（1997～1999年）にも受け継がれている。 

 1995年の行政改革により、職業訓練局は、労働職業訓練省から国民教育省に移管されたが、

これには一般教育と職業教育との連携を図り、経済社会開発に役立つ実践的人材を育成しよ

うとの狙いがあり、政令の整備（資格認定制度など）と組織改正〔国家協力委員会（CNC）

の設置など〕が着実に進められている。 

 

 (2) 学科編成 

   本プロジェクトはプロジェクト目標を電子・電気・機械の３分野における中堅技能者の養

成においているが、セネガルでは、1990年代を通じ、電子・情報産業関係の起業が目覚まし

く、1990年代初頭の10数社から、現在では80数社に達しているという。CFPTへの応募者もこ

の傾向を反映して、電子、電気コースへ希望が集中している。電子・情報関連産業の育成が

在来型の軽工業に代わってセネガルにおける工業化の呼び水的存在となり得る可能性を指摘

できる。つまり、セネガルの場合は、インフォーマルセクターが追従し得ない先端部門への

特化が有利な側面を有しているからである。その意味で、本プロジェクトが当初から、伝統

的職種ではなく、電子、電気の両科を訓練コースの中心に据えたことは妥当な選択であった

というべきであろう。 

 若干の問題点は、自動車整備コースである。その就職率は、５コース中で最も低く、しか

も低下の傾向にあることである。これは、自動車修理業が、町工場レベル、または、インフ

ォーマルセクターに属し、CFPT卒業者のBT資格とミスマッチを起こしている可能性が考え

られる。セネガルのモータリゼーションの推移如何によっては、本コースに修正の必要が生

ずるものとみられる。機械修理コースについては、CFPT自体の判断により、電子制御技術に

重点を移すことで修正が図られている。 

 

４．自立発展性 

 CFPTは日本の協力期間終了後も、セネガル側スタッフの手により財政上の困難を克服しつつ、

意欲的にその活動を持続発展させているといえる。 

 

 (1) 運営管理 

   CFPTは、1984年に養成訓練を開始して以来、1989年在職者訓練開始、1990年外国人養成訓
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練受入開始、1993年養成訓練夜間コース開設と、比較的急ピッチに事業内容を拡大してきて

いる。これは、日本人専門家からカウンターパートへの一次の技術移転、さらに、カウンタ

ーパートから同僚指導員への二次的技術移転が成功裏に行われ、優秀な指導員グループの創

出に成功したことによる。それと同時に、セネガル政府の人材開発戦略が明確で、かつ長期

にわたり不動であったこと、それを受けとめたCFPT経営陣の卓越した指導力、管理能力に帰

すべき面が大である。 

 組織面では教務部長のポスト新設、指導員および総務部門の増員で強化され、センター長

によれば、チームワーク、チャレンジ精神など日本的経営から学んだことを生かし、職員全

員が意欲的に取り組んでいるとのことである。 

 指導員は、企業を訪問するなどによって常に訓練ニーズの把握に努め、養成訓練、在職者

訓練のカリキュラムの改善を図っている。 

 

 (2) 財政基盤 

   CFPT運営上の最大の難問は、財政問題である。セネガル政府自体、財政難が恒常化してお

り、CFPTは、優先的に予算配分を受けているといいながら、運営予算の20％程度が示達され

ているにすぎない。しかしながら在職者訓練、養成訓練夜間コースおよび外国人養成訓練を

有料とし、その受講料収入を指導員の人件費に充てるほか、食堂、バスケットコートなど施

設の改善も図っている。 

 また、国民教育省は情報工学、自動制御などの分野においては、BT資格のレベルでは産業

界の要望に対応できないとの判断により、上級技術工免状（BTS）２年コースの創設を計画

するに至り、日本政府に技術協力を要請するとともに、1998年、CFPT敷地内に、そのための

建家（約320㎡）の建設を自費で開始している。 

 

５．総括 

 1984年に創立されたCFPTは、1998年に14年目を迎えた。この間、日本が協力した期間は、延長、

フォローアップ、アフターケアも含めると10年間にわたり、建物、機材、専門家派遣、研修員受

入を含み、相当の資源が投入された。これは、本プロジェクトが日本としてフランス語圏アフリ

カ諸国で初めて実施した技術協力であって、その成功に両国関係者の高い期待がかけられたため

である。 

 CFPTの現状は、その期待に応え、セネガル国内はもとより、西アフリカ諸国にまで工業分野の

人材育成に関して注目すべき実績を残し、高い評価を確立するに至っている。 

 CFPTは現在も財政問題、機材の更新、指導員の資格などいくつかの課題を抱えているが、セネ

ガル関係当局およびCFPT経営陣は、これらの問題解決に意欲的に取り組み、さらなる発展を目ざ



－６－

している。日本としても、西アフリカの諸国への人材養成協力のモデルとしての意義にもかんが

み、時宜にかなった支援をしていくべきであろう。 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 評価調査の経緯と目的 

 日本は、アフリカの諸問題解決に貢献することは世界の平和と安定にグローバルな責任を有す

る日本の責務であるとの観点から、アフリカ諸国の経済的困難の克服に向けての努力を支援する

ため、経済協力の拡大、人的交流と相互理解の増進などに努めてきた。折しも、1998年10月、第

２回アフリカ開発会議（TICADⅡ）が東京で開催され、アフリカ開発に向けたドナー側およびア

フリカ諸国側双方のいっそうの取り組みが再確認されたところである。 

 このような背景のもと、今回、アフリカ地域における日本の援助の重点国のひとつであり、DAC

新開発戦略の重点実施国であるセネガルにおいて、人造り協力の代表的な事例として日本・セネ

ガル職業訓練センタープロジェクトを評価し、サブサハラ諸国の軽工業振興を中心とした経済発

展の基盤となる中堅技術者育成への貢献、協力効果の発現要因および発現阻害要因を分析すると

ともに、今後の同地域における類似案件、特に持続発展性を有する人造り協力の計画策定・実施

における教訓・提言を外部有識者の視点から導き出すことを目的として、国内の公的事業の成果

および効果を報道関係者として検証してきた毎日新聞社の河出卓郎氏に総括を依頼し、本第三者

評価調査を実施することとした。 

 

１－２ 評価対象案件 

 (1) 職業訓練センター建設計画（1982、1983年度、無償資金協力） 

 

 (2) 日本・セネガル職業訓練センター（1984年2月～1993年3月、プロジェクト方式技術協力） 

 

１－３ 評価調査団構成 

 団長・総括  河出 卓郎  毎日新聞社千葉支局次長 

 計画評価   外川  徹  国際協力事業団評価監理室室長代理 

 職業訓練   梅本  清   (財)海外職業訓練協会国際交流部長 
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１－４ 現地調査実施期間（詳細日程は表１－１を参照） 

 1998年11月17日～11月27日 

表１－１ 現地調査日程 

月 日（曜日） 行 程 

11月17日（火） 東京→パリ 

11月18日（水） パリ→マドリッド経由→ダカール 

11月19日（木） 
 
 

JICAセネガル事務所務所訪問、調査日程打合せ、アンケートの回収 
在セネガル日本大使館、国民教育省、日本・セネガル職業訓練センター（CFPT） 
表敬 

11月20日（金） 

11月21日（土） 
CFPTにおいて、施設見学、経営陣、指導員、訓練生、卒業生などへのインタ
ビュー、資料収集 

11月22日（日） 資料整理 

11月23日（月） 
 
 
 

（河出団長、外川団員） 
 日本の他の無償資金協力案件（小学校建設、地方給水）を参考視察 
（梅本団員） 
 アンケート結果取りまとめ 

11月24日（火） 
 
 

卒業生就職先〔Colgate Palmolive（洗剤、石鹸などの製造）、SONACOS（食用
油、家畜飼料などの製造）、SONATEL（電気通信）〕において、現場責任者、
卒業生へのインタビュー 

11月25日（水） 
 

在セネガル日本大使館、JICAセネガル事務所、国民教育省、CFPT報告 
ダカール→ 

11月26日（木） →パリ、JICAフランス事務所表敬、パリ→ 

11月27日（金） →東京 

 

１－５ 調査方法 

 本評価調査では、以下の手順により調査を実施した。 

 

 (1) 事前の国内作業 

   評価対象プロジェクトに関する各種既存資料の収集・分析を行うとともに、セネガル側関

係者（指導員、訓練生、卒業生、就職先企業など）に対するアンケートの作成・配布を行っ

た。 

 

 (2) 現地調査 

   職業訓練センターを訪問し、現在までの同センターの活動・運営実績を調査するとともに、

事前に配布したアンケートの回収、さらにセネガル側関係者へのインタビュー調査を実施した。

 

 (3) 報告書作成 

   事前の国内作業および現地調査を通じ入手した資料・データを整理・分析し、職業訓練セ
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ンターに対するJICAの協力の貢献度、効果発現要因および効果発現阻害要因を明らかにした。

加えて、これらの評価結果から、将来の類似案件の形成・実施に資する教訓・提言を導き出

した。 

 

１－６ 主要面談者 

 (1) 在セネガル日本大使館 

   特命全権大使 河村 悦孝 

   公使 福島 清介 

   一等書記官 二木  孝 

 

 (2) JICAセネガル事務所 

   所長 塚田 恒男 

   次長 濵川  格 

 

 (3) JICAフランス事務所 

   所長 濵崎 文彦 

 

 (4) 国民教育省 

   職業訓練局長 Mamadou SAGNANE 

 

 (5) CFPT 

   所長 Ousseynou GUEYE 

   教育部長 Bara KIMERA 

   教務部長 Massaër KEBE 

   経理課長 Cheikh A.Tidiane SOW 

 (6) Colgate Palmolive（洗剤、石鹸などの製造会社） 

   プロセスエンジニア Dieng ABDOULAYE 

 

 (7) SONATEL（電信電話会社） 

   メンテナンスセンター長 Mouhamadou Moustapha NDAO 

 

 (8) SONACOS（国立油脂公社） 

   工場長 Rene NDOUR 
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第２章 セネガルの職業訓練事情 
 

２－１ セネガルの公的教育システム 

 セネガルにおける教育制度は、旧宗主国であるフランスの影響を強く受け、その体系は酷似し

ている。基本的には小学校６年、中学校４年、高等学校３年の修学年限であるが、学年の開始は

日本と異なり、新学期は10月から開始され翌年７月をもって１学年を終了する。 

 その全体の体系図を図２－１に示す。 

 教育に関する基本法は、1971年6月3日付法律第71-36により定められている。この法律の第３章

第８条では、 

 第８条 教育は年齢および追求する知識の水準により、次の異なる段階によって行われる。 

    －就学前教育 

    －初等教育 

    －中等教育：第１段階 

    －中等教育：第２段階 

    －高等教育 

となっている。 

 

 (1) 就学前教育（Education pré-scolaire） 

   この教育は日本における幼稚園教育に相当するもので７歳未満の子供が受ける教育である。

 この段階での教育においては特段に資格は付与されない。 

 

 (2) 初等教育（Enseignement élémentaire） 

   この段階における教育は日本の小学校に相当するもので、入学適齢年齢は７歳である。し

かし場合によっては６～８歳でも入学を許可されることがある。修学年限は６年間であるが、

このうち初めの４年間が義務教育となっている。なお、CIからCE２eまでの４年間は自動的

に進級するが、それ以後は落第があり得る。この落第は２回まで認められている。この教育

の修了時にCertificat d'Etudes Primaires et Elémentaires（CEPE）の資格試験がある。 

 

 (3) 中等教育：第１段階（Enseignement Moyen） 

   この教育は日本における中学校に相当する教育であるが、就学年限が４年間とされており、

日本のそれよりも１年長い。入学適齢年齢は13歳であるが、12歳から14歳の範囲の者も入学

することができる。 

 入学をするには、前段階の教育修了資格である初等教育修了証（CEPE）を所持しているこ
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中等教育：第２段階（普通） 
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Enseignement Moyen 
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中等教育：第１段階（普通） 

(Tech- 
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(技術) 
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 CE2e 
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Enseignement élémentaire 
初等教育 

 
 
 
年  齢 

〔各学年 
呼称〕 
 
 

Education Pré-Scolaire 
就学前教育 

 
 

  （注） （  ）内は資格証の名称を示す。 

 
図２－１ 教育制度一覧 

７歳 
（６～８） 

24歳 

20歳 
（19～） 

17歳 
（16～18） 

13歳 
（12～14） 

23歳 

22歳 

(3eCYCLE) 
(博士担当) 

(DET) 
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(MAÎTRISE) 
(修士) 

(LICENCE) 
(学士) 

(一般) (医薬学) 

(DOCTORAT) 
 

(博士) 
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(DIT) 
(工学士) 

(DUT) (BTS) 

(初等教育修了) 
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高等教育 
(BAC) 

ENSETP 
職業訓練 
大学校 

ENSUT 
工学系 
大学校 
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秘 書 
大学校 

（大学入学資格） 

(技能工 
免 状) 

(職業教育 
免  状) 
(BEP) 

(職業適性 
証  書) 
(CAP)

Formation  職業訓練 
Professionnelle 
 

(CEPE) 

(教員／中等技術職業訓練技能証書) 

(教員／中級技術職業訓練技能証書) 

(技術短大修了証明書) 

(上級技術工免状) 

(BT) 

(第１段階修了) 



－12－

とが条件で、そのうえ入学試験が行われる。４年間のうち１回のみ落第が認められる。 

 この段階での教育は、普通課程と技術課程がある。卒業時には中等教育第１段階修了者と

しての資格であるBrevet de Fin d'Etudes Moyennes（BFEM）が付与される。なお、この資格

は以前はDiplôme de Fin d'Etudes Moyennes（DFEM）とされていたが、資格要件の変更ととも

にその名称も変更された。 

 

 (4) 中等教育：第２段階（Enseignement Secondaire） 

   この教育は日本における高等学校に相当するもので、就学年限は３年間である。入学に要

する条件としては、前段階での教育修了証であるBFEMを取得していることが必要で、通常

前段階と同一の学校の第２段階に進む場合には、学内審査のみで入学が許可される。なお、

この期間における落第は１回のみ認められている。 

 入学適齢年齢は通常17歳であるが、16～20歳までの者であれば就学許可が与えられる。こ

の段階における教育は、前段階と同様に普通課程と技術課程がある。 

 なお、中等教育の第１段階のみの教育を行う施設をCollège（コレージュ）と呼び、中等教

育の第１段階および第２段階の７年間を続けて行う施設、または中等教育の第２段階のみを

行う施設をLycée（リセ）と呼んでいる。 

 この段階の卒業時には大学入学資格であるBAC（Baccalauréat/バカロレア）を得て次の段

階に進学することができる。 

 BACの種類には次のようなものがある。 

    BAC A ：文学 

    BAC B ：経済および商業 

    BAC C ：数学 

    BAC D ：自然科学 

    BAC E ：技術数学 

    BAC F ：工業技術 

    BAC G ：商業技術 

 

 (5) 高等教育（Enseignement Supérieur） 

   この段階の教育は日本の大学教育および大学院教育に相当する教育段階である。入学に要

する資格はBACを所持していることであり、入学試験が行われる。 

 入学適齢年齢は通常20歳であるが、19歳以上であればBACを所持し入学試験に合格すれば

許可される。 

 就学年限は一般は３年間で学士（Licence）を得る。さらに１年上の段階で修士（Maîtrise）、
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さらに１年上の段階で研究者（DEA/Diplôme d'Etude Approfondie）が、その上３年目、すな

わち、通算８年目で博士に相当する３ecycleという資格が与えられる。医学部、薬学部にあっ

ては就学年限６年目を修了した段階で得られる博士（Doctorat）の資格がある。 

 なお工学・技術系には別のコースも用意されている。 

 セネガルの大学には西アフリカきっての名門校であるダカール大学（総合大学）がある。 

 ダカール大学は首都ダカールに位置し、学部として次の４つが設置されている。 

    1）法律・経済学部 

    2）医学・薬学部 

    3）理学部 

    4）文学・人文科学部 

   また、このダカール大学の管理下に別組織として、 

    5）ダカール工科大学（ENSUT） 

    6）教員養成校（ENS） 

    7）ジャーナリスト養成校（CESTI） 

    8）獣医養成校（EIESMV） 

    9）司書、記録保管人、文献専門家養成校（EBAD） 

  がある。 

   このうちダカール工科大学（ENSUT）には２年コースと４年コースがあり、２年コースの

卒業時には技術短大修了証明書/Diplôme d'Universitaire de Technologie (DUT)が、また４年コ

ース卒業時には工学士免状/Diplôme d'Ingénieur de Technologie (DIT)が付与される。 

 セネガルにおける教育課程で取得された各種の資格は、近隣の旧フランス植民地において

通用することはもちろん、旧宗主国フランスにおいても同等の資格として取り扱われるため

に、セネガルの学校において取得した資格は、次段階の教育をフランス国内で受ける場合、

そのまま通用する。 

 これらの資格は単に卒業後次段階へ行くために有効であるばかりでなく、各段階修了後、

就職をする場合においても、労働条件決定のための重要な要因となっている。 

 

２－２ セネガルの職業訓練の概観 

 セネガルにおける職業訓練制度については、法律的には教育に関する基本法である法律第71-36

（1971年６月３日付）に規定されている。 

 その法律の第２章第７条に基本的な考えが記述されており、 

  第７条 国民教育を受ける個人ならびに国民教育を推進することを目的として国民教育を次

の三原則とする。 
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となっている。その第１号では、 

  第１号 学校教育機構および大学機構の枠内において、学齢および大学教育年齢の若年者に

与える教育： 

ある水準までの理論知識、実務知識または職業適応能力を習得させることを目的とし

た普通科教育、技術教育あるいは職業訓練 

と位置づけており、また第２号では、 

  第２号 多かれ少なかれ、長期間の教育課程を修了してすでに職業活動に携わっている若年

層および成年者に与える教育： 

職業適応能力を高め、文化社会を発展させるために生産能力を増大させることを目的

とする知識の高揚を目ざす教育 

と定められている。 

 そしてこれらを受けて、第３章第８条に規定された教育の各段階における職業訓練について、

次のとおり記述されている。 

  第11号 中等教育：第１段階は中等教育普通課程、中等教育技術課程ならびに中等教育実務

課程から成り立つ。中等教育は初等教育に引き続いて行われ、中等教育：第２段階の

普通課程、技術課程または中等教育職業課程に備えるものであり、また職業生活に備

えるものである。 

 さらに次の条文では、次の段階の教育課程である中等教育：第２段階について規定しており、 

  第12条 中等教育：第２段階の使命は、ひとつには公私経済、行政管理分野における中間的

な水準の職員を養成することであり、もうひとつは、高等教育に備えるものである。 

 中等教育：第２段階の教育は、普通課程、技術課程および職業訓練から成る。 

と定めている。 

 なお、職業訓練分野に関しては、その大部分を国民教育省が所掌しているが、特殊な分野につ

いては、他の省庁の所管になっているものがある。 

 職業訓練修了後に試験を受けて合格した後に得られる主な資格としては次のようなものがあり、

それぞれの入学要件、入学年齢、訓練期間などが異なる。 

   1）Certificat d'Apptitude à l'Enseignement Secondaire Technique et Professionnel (CAESTP) 

    教員/中等技術職業訓練技能証書 

   2）Certificat d'Apptitude à l'Enseignement Moyen Technique et Professionnel (CAEMTP) 

    教員/中級技術職業訓練技能証書 

   3）Brevet du Technician Supérieur (BTS)/上級技術工免状 

   4）Brevet du Technician (BT)/技能工免状 

   5）Brevet d'Enseignement Professionnel (BEP)/職業教育免状 
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   6）Certificat d'Apptitude Professionnelle (CAP)/職業適性証書 

   7）Diplôme d'Agent Technique de Devéloppement Rural (DATDR)/地域開発技術員 

などである。 

 セネガルにおける主要な職業訓練施設としては次のようなものがある。 

 

 (1) Ecole Normale Supérieure d'Enseignement Technique et Professionnel (ENSETP)：(注) 

   職業訓練大学校 

   資  格 ①中級技術職業訓練技能証書/教員（CAEMTP） 

        ②中等技術職業訓練技能証書/教員（CAESTP） 

   入学年齢 ①、②とも19～23歳 

   入学要件 ①、②ともBAC所持者 

   訓練期間 ①４年間 

        ②５年間 

 

 (2) Ecole Nationale de Secrétariat (ENS)： 

   秘書大学校 

   資  格 ①職業教育免状 (Brevet d'Enseignement Professionnel/BEP) 

        ②上級技術工免状 (Brevet du Technician Supérieur/BTS) 

   コース名 ①、②とも秘書科 

   入学年齢 ①16～20歳 ②制限なし 

   入学要件 ①BFEM所持者 ②BAC所持者 

   訓練期間 ①、②とも２年間 

 

 (3) Centre de Formation Professionnelle et Technique Sénégal-Japon (CFPT)： 

   日本セネガル職業訓練センター 

   資  格 技能工免状 (Brevet du Technician/BT) 

   コース名 家庭用電子機器修理、自動制御、電気、機械修理、自動車整備 

   入学年齢 16～21歳 

   入学要件 BFEM所持者 

   訓練期間 ３年間 

 

 

（注） ENSETPは、ティエスにあった職業訓練校と合併し、ESP(Ecole Supérieure Polytechnique)になった。 
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 (4) Centre d'Enseignement Professionnel (CEP) 

   職業教育センター 

   資  格 職業教育免状 (BEP) 

   コース名 電気、自動車整備 

   入学年齢 16～20歳 

   入学要件 BFEM所持者 

   訓練期間 ２年間 

 

 (5) Institut de Coupe Couture et Mode (ICCM) 

   裁縫仕立て技術学院 

   資  格 職業教育免状 (BEP) 

   コース名 裁縫、仕立て 

   入学年齢 16～20歳 

   入学要件 ３e修了者 

   訓練期間 ２年間 

 

 (6) Centre National des Cours Professionnels Industriels et Commerciaux Delafosse (CNCPICD) 

   ドラフォス職業商工業訓練センター 

   資  格 職業適性証書 (Certificat d'Apptitude Professionnelle/CAP) 

   コース名 電気、自動車整備 

   入学年齢 制限なし 

   入学要件 企業在籍者 

   訓練期間 ３年間 

 

 (7) Centre de Formation Artisanale (CFA) 

   手工芸訓練センター 

   資  格 職業適性証書 (CAP) 

   コース名 工芸 

   入学年齢 16～18歳 

   入学要件 ４e修了者 

   訓練期間 ３年間 
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 (8) Centre National de Qualification Professionnelle (CNQP) 

   国立職業訓練センター 

   資  格 ①職業適性証書 (CAP) 

        ②Certificat de fin de Stage (試用見習修了証) 

   コース名 ①電気、電子、自動車整備、機械一般、冷凍 

        ②企業の依頼による就業者訓練 

   入学年齢 ①16～18歳 

        ②制限なし 

   入学要件 ①４e修了者 

        ②企業在籍者 

   訓練期間 ①３年間 

        ②企業と協議して決定する 

 

 (9) Centre Technique de formation Professionnelle (CTFP) 

   職業訓練技術センター 

   資  格 Attestation de fin de Stage 

   コース名 ①キャッシャー・売り子 ②小売商人 

   入学年齢 制限なし 

   入学要件 ①BFEM所持者 ②BFEM所持者または２e修了者 

   訓練期間 ６カ月 

 

 (10) Ecole Nationale d'Horticulture (ENH) 

   国立園芸大学校 

   資  格 ①技能工免状 (BT) ②職業適性免状 (CAP) 

   コース名 ①園芸 ②園 芸 

   入学年齢 ①16～20歳 ②16～18歳 

   入学要件 ①BFEM所持者 ②４e修了者 

   訓練期間 ①、②とも３年間 

 

 (11) Ecole d'Agents Techniques d'Elevage et des Industries Animales (EATEIA) 

   畜産業技術学校 

   資  格 地域開発技術員 (DATDR) 

   コース名 畜産 
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   入学年齢 16～20歳 

   入学要件 BFEM所持者 

   訓練期間 ３年間 

 

 (12) Ecole d'Agents Techniques d'Agriculture (EATA) 

   農業技術学校 

   資  格 地域開発技術員 (DATDR) 

   コース名 農業 

   入学年齢 16～20歳 

   入学要件 BFEM所持者 

   訓練期間 ３年間 

 

 (13) Ecole d'Agents Techniques des Eaux et Forêts (EATEF) 

   治水・森林技術学校 

   資  格 地域開発技術員 (DATDR) 

   コース名 治水、森林開発 

   入学年齢 16～20歳 

   入学要件 BFEM所持者 

   訓練期間 ３年間 

 

 以上のうち、(11)～(13)の施設で行う畜産・農業・治水・森林開発などの職業訓練において、

所定の年限を修了し、資格を取得した者は、国家公務員として働くことを義務づけられている。 

 なお、上記のうちBT試験の受験資格に関してはBT創設に係る政令（1990年７月24日）90-842

号に従い、以下の該当者が資格を持つこととなっている。 

  ① BT取得の技術教育または職業訓練施設の訓練生で、BT受験の際に中等教育第１段階修

了資格（BFEM）あるいは同等の資格取得後、3年間の教育を受けた者 

  ② 職業教育免状（BEP）の取得者で、BT受験の際にBEP取得後、２年間の実務経験を有

する者 

  ③ 職業適性証書（CAP）の取得者で、BT受験の際にCAP取得後、４年間の実務経験を有

する者 

 

 以上のように、セネガルにおいて職業訓練分野の教育を受けるには、一般教育のある段階を

修了した者またはその途中から職業訓練分野に移る場合の２つの系列がある。 
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 図２－１（教育制度一覧）からわかるように、すべての教育段階において、その卒業時に資

格付与（課程修了）試験があり、それに合格することにより次の段階の教育へ進むことができ

るほか、そのまま就職をする場合においても、その資格証を持たない限り、その段階までの教

育を修了したことにはならない。そしてこの資格証は、その人が就職をする場合にも選考や労

働条件（特に給与に関する条件）決定の際の重要な要素となる。 
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第３章 評価調査結果 
 

３－１ 日本・セネガル職業訓練センターの背景・経緯 

 ３－１－１ 協力までの経緯 

  1979年８月、セネガル政府は、電子工業を興すために必要な中堅技術者を養成することを

目的とする「電子工業職業養成センター」設立に関してわが国の協力を要請してきた。わが

国外務省・JICAは同年11月、コンタクトミッションを派遣し調査した結果、電子に電気、機

械の２部門を追加し、無償資金協力とプロジェクト方式技術協力を組み合わせた協力を実施

することが適当であるとの判断を下した。 

 1981年４月に派遣された事前調査団により、本協力の大筋の合意がなされ、同年６月、無

償資金協力にかかる基本設計調査団の派遣を経て、無償資金協力によるセンター施設が建設

された。そして、1984年、実施協議調査においてプロジェクト方式技術協力にかかるR/Dが署

名され、本協力が本格的にスタートした。 

 

 ３－１－２ 開始時のプロジェクト概要 

  (1) 名称 

    日本・セネガル職業訓練センタープロジェクト 

 

  (2) セネガル側実施機関 

    技術教育職業訓練庁 

 

  (3) 目的 

    日本・セネガル職業訓練センターを設立し、セネガル人訓練生に対し、工業設備に関

する基礎的知識と技能を与えるため技術職業訓練を行うこと。 

 

  (4) プロジェクト・サイト 

    ダカール市北方15km 面積4.2ha 

    施設は鉄筋コンクリート２階建、総延べ床面積 4400㎡ 

    管理棟、教室棟、電子実験棟、電気実習棟、機械・エンジン実習棟等 

    ＊日本側が無償資金協力により建物および教育訓練機器を整備した。 
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  (5) 訓練内容（表３－１参照） 

                表３－１ 

分野 訓練コース 訓練期間 訓練生定員 

電子Ⅰ 家庭用電子機器修理 ３年 10名 

電子Ⅱ 自動制御 ３年 10名 

電気 電気 ３年 10名 

機械Ⅰ 機械修理 ３年 10名 

機械Ⅱ エンジン整備 ３年 10名 

 

  (6) 入校資格 

    中等教育修了証所持者、または高等学校修学者（５年または６年次修了者） 

    16歳以上21歳以下の者 

    センター入所試験合格者 

 

  (7) 修了者の資格 

    上記訓練の各担当部局がBT（技能工免状）試験を行う。 

 

  (8) 日本人専門家 

    日本側は、チーフアドバイザー、調整員および各分野の専門家5名、合計7名の長期専門

家ならびに必要に応じて短期専門家を派遣する。 

 

  (9) セネガル側カウンターパート 

    セネガル側は、カウンターパートとして、所長、主任指導員、および５コースの分野に

ついて、各コース１名の上級指導員、２名の指導員のほか管理職員を配置する。 

 

  (10) 協力期間（プロジェクト方式技術協力） 

    1984年2月4日～1989年2月3日（5年間） 

 

 ３－１－３ 協力開始後の経過 

  カウンターパートの日本研修受入は1982年度より開始され、第1陣の研修員が1984年４月にセ

ネガルに帰国し、同年３月に赴任した日本人長期専門家とともに準備作業を行った後、1984年

10月17日、電気コースを除く４コースが40名の訓練生により開講し、同月24日、セネガル大統

領の臨席のもとに落成式が挙行された。以後、プロジェクトの実施状況を把握するために、日

本から逐次調査団が派遣された。 
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　1988年６月に派遣された合同評価調査団は、本プロジェクトの協力期間を 1991年３月31日

まで延長する取り決めを行った。

　1990年６月、再度合同評価調査団が派遣され、プロジェクトの成果についてセネガル側と合

同で評価調査を行った。その結果、一部の訓練科目の技術移転や組織としての自立発展性の面

でなおいくつかの問題点が残されていると判断されたため、わが国は延長協力期間終了後、さ

らに２年間のフォローアップ協力を実施した。

　また、1994年11月にはアフターケア調査団が派遣され、その報告に基づき、1995年４月から

12月までアフターケア協力が実施された。

　３－１－４　協力期間中の主要な問題点

　　(1) センターの法的位置づけ

　　　　センターの設立および運営に関するセネガル側の政令が整備されない状態が続き、この

ことがカウンターパートの身分保障、訓練生に対する資格付与などに影響を与えたが、日

本側の申し入れにより、1986年11月、政令が公布された。

　　(2) カウンターパートへの給与未払い、身分保障

　　　　セネガル側の厳しい財政事情からカウンターパートである指導員への給与未払いが生じ、

退職、職場放棄が発生し、日本人専門家による技術移転に支障が出た。

　また、身分も準公務員扱いで、指導に十分な熱意を持てないという状況も存在した。

　　(3) 訓練生に対する資格付与

　　　　センターの法的位置づけがなされなかったこと、技能工免状（BT）規定が未整備であっ

たことから、訓練修了生には正式免状の発給がされない状態が続いた。

　　(4) セネガル側の予算不足

　　　　現金支出可能な予算が不足していたため、訓練に必要な資材の購入ができず、訓練計画

を変更したり、時には訓練が実施できないという事態が生じた。

　３－１－５　近年におけるセンター運営の動向

　　1995年1月のアフターケア調査団の報告では、以下の点が指摘されている。

　　　 1）指導員は1990年当時より３名多い24名が配置されている。

　　　 2）予算は依然大幅な不足であるが、不足分は在職者訓練、外国人訓練生、夜間訓練から

の収入を充当しており、訓練の実施に支障はない。
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    3）機械修理科を除く４科について、訓練定員を12名に拡大した。 

    4) 西アフリカ諸国からの訓練生が在校生の13％を占めている。 

    5) 1989年12月以来、在職者訓練を自動車整備、電気、電子、視聴覚機器修理の４分野に

ついて実施している。 

    6) 1993年より夜間訓練を実施している。 

 

 ３－１－６ 評価のためのプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 

  今回プロジェクトの現状を評価するにあたって、表３－２のPDMを作成した。これに基づき、

現地で実施したインタビューおよびアンケート調査の結果を以下に取りまとめる。 

 

３－２ セネガル職業訓練センターの現況 

 ３－２－１ 概況 

  アフターケア協力の期間を含めて10年間にわたる日本の協力のもと、設置・運営されてきた

「日本・セネガル職業訓練センター」(CFPT)は、1996年12月以降、全面的にセネガル側の手に

よって運営されている。同センターは、国民教育省職業訓練局の管轄下にある職業訓練施設の

なかでも、技術分野で技能工免状（BT）を取得できる最有力の施設であり、指導員、訓練内容、

設備のいずれにおいてもセネガルの最高レベルにある。設立以来541名にのぼる本センターの卒

業生は同国産業の中堅技術者として産業界で高く評価され、さまざまな分野で活躍している。

このため、入校志願者は年々増加し、本センターは企業からのニーズに応えるため、在職者訓

練のコースも開設した。また、西アフリカ諸国からも多数の訓練生を受け入れている。これら

は運営予算の確保にも寄与している。 

 セネガルでは、このプロジェクトの成功を経験とし、現在、短大レベルの卒業資格（BTS）

が取得できる高度技能者養成施設の設置を計画している。 

 

 ３－２－２ 運営体制 

  CFPTは所長以下47名のスタッフにより運営されている。このうち教育部門は教育部長以下35

名（内、指導員は30名）、管理部門は経理課長以下11名である（図３－１）。 

 1995年以降、教育部長ポストの新設、指導員１名および管理部門２名の増員など、組織の充

実が図られている。また、CFPTでは現在、指導体制強化のため指導員10名の増員を国民教育省

に要求中である。 

 

 

 











 ３－２－３ 運営予算 

 CFTPの必要経費は国の予算と受講料によって賄われている。国の予算は十分とは言い難いが

年々増額が図られており、その執行についても特段の支障はない（表３－３～表３－５）。 

 

表３－３ 財源 

年 
支給予算 

上段：運営経費 
下段：燃 料 費 

自己収益 自己収益 
からの支出 支出合計 

1992 40,000,000 19,901,166 19,845,430 60,488,055 

 1,202,000    

1993 11,753,000 24,415,400 23,741,178 35,487,598 

 277,000    

1994 4,700,000 36,789,280 39,027,610 43,827,610 

 100,000    

1995 4,700,000 90,967,121 87,356,227 92,166,227 

 110,000    

1996 6,700,000 70,076,303 69,450,994 76,360,994 

 210,000    

1997 6,298,000 65,672,150 61,895,259 68,403,259 

 210,000    

1998 5,522,000 85,135,612＊ 83,000,000＊ 88,695,000＊ 

 173,000    

（注） *：予測値 

 

表３－４ 特別支出（独自の拡張、修復工事） 

年 内     容 金  額 

1994 ポンプ施設改修        1,230,000 

 屋根工事（改修）        2,531,700 

1995 レストラン休憩室建設        2,666,105 

 多目的運動場建設        2,123,955 

1996 空気圧ラボ建設        2,520,000 

1997 外壁工事       30,000,000 

1998 （工業短大用）ラボ建設       35,265,000＊ 

計       76,336,760 

（注）＊：準備中 
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表３－５ 予算計画（1998～2001） 

運 営 予 算 計 画 
年 

国家予算からの割り当て 自己収益 
合 計 

1998 5,695,000 30,000,000 35,695,000 

1999 12,000,000 33,000,000 45,000,000 

2000 25,000,000 34,500,000 59,500,000 

2001 25,000,000 34,500,000 59,500,000 
 

１．本予算計画の予測している金額は、運営費の通常支出についてのもので

ある。 

２．光熱費（水、電気、電話）と人件費は国民教育省の負担となる。 

 

 ３－２－４ 訓練内容 

  CFPTでの訓練は、養成訓練(技能工免状：BTコース)のみであったが、1989年より在職者訓

練、1990年より外国人訓練生の受け入れ、1993年より夜間訓練コースを実施している。 

 

  (1) 技能工免状（BT）コース 

    このコースは、表３－６に示すように、 

     ・中卒者を対象とした３年間のコースで、 

     ・修了時、技能工免状（BT）の受験資格を取得でき、 

     ・１学年の定員は55名で、全体の収容能力は165名となっている。 

    協力期間終了により日本人専門家が帰国した後も、セネガル側で円滑に管理運営を行っ

ている。 

表３－６ BTコースの科名、訓練期間および定員 

訓練科名 訓練期間 訓練生定員 

電子機器 ３年 16名 

電気 ３年 17名 

制御技術 ３年 10名 

自動車整備 ３年 12名 

合 計  55名 

 

    現行の訓練内容は、産業界のニーズを踏まえ効率的な訓練が行えるように当初の訓練コ

ースを再編成したものであり、1998年10月から実施されている。 

 すなわち、当初の自動制御科に機械修理科の内容を組み入れて制御技術科としたもので

あり、したがって、訓練コースとしては１コース減少したが、訓練生定員は当初の50名か
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ら55名に増加している。 

 各科の訓練カリキュラムについては、巻末資料１に示す。 

 

  (2) 在職者訓練 

    在職者訓練は、在職者の技能向上、再訓練および専門分野の職種転換を目的としたもの

である。実施にあたっては企業とCFPT間で事前に打合せを行い、企業ごとに要望（訓練内

容、時間数など）を聴取している。CFPTはこのように、企業のニーズをベースにした注文

訓練体制を取っており、訓練職種としては、電子、電気、情報、自動車整備、機械修理お

よび溶接分野を開講している。 

 なお、この在職者訓練は有料であり、CFPTの重要な財源となっている。また、同訓練コ

ースを実施することにより、カウンターパート自身の技術・技能力の向上にもつながって

いる。 

 

  (3) 夜間訓練 

    夜間訓練は、CFPTの技能工免状（BT）コースへの入校希望者が多いことから、これら

の需要に応えるために設けられた。この訓練の受講者は、昼間のBTコースの入校試験を諸

事情で受験できなかった者、同入試が不合格であった再受験者および一般企業の在職者な

どである。 

 訓練は午後５時から８時まで実施されている。 

 なお、このコースも在職者訓練と同様に有料であり、CFPTの財源になっている。 

 

 ３－２－５ 訓練実績 

  (1) 技能工免状（BT）コース 

    1）応募および入校状況 

     1990年以降の応募者数、受験者数、合格者数および入校者数の推移を表３－７に示す。

なお、技能工免状（BT）コースの入校試験は、1997年から、５地方都市（ジガンショー

ル、サン・ルイ、カオラック、ティエスおよびディウルベル）においても実施されるよ

うになった。 

－30－



表３－７ 応募者、受験者、合格者および入校者数の推移 

                                （単位：名） 

年度 応募者数 受験者数 合格者数 入学者数 志願倍率(％) 

1990   250   242   113   85 35.1 

1991   456   450   131   111 24.7 

1992   483   483   206   91 18.8 

1993   546   537   163   86 16.0 

1994   471   459   169   92 20.0 

1995   543   537   NA   75 14.0 

1996   765   739   250   98 13.3 

1997   915   832   237   112 13.5 

1998   656   611   113   46＊  7.5 

平均   568   544   173   89 16.4 

      （注）＊振り分け人数 
 

 募集に関しては、国民教育省の試験担当部門が一括して募集から合格発表までを行い、

50名がCFPTへ、残りが他の教育訓練施設（卒業時にBTの受験資格を与えられるコース

を有する３校（ドラフォス工業技術高校、セイディナ・リマムライ高校、アンドレ・ペ

イダウアン技術高校））へ振り分けられる。1998～1999年の入校者の予想値を表３－８に、

1984年から1997年までの生徒数の推移を表３－９に示す。 
 

表３－８ 生徒数（予想値）（1998～1999 年） 

第１学年 第２学年 第３学年 訓練 コー ス 

国 ELN/ET ELM MA ELN ET ELM MA AE EI ET MG MA 
合 計 

セネガル 17＋９ 10＋０ 11＋０ 12＋２ 11＋１ 10＋０ ９＋１ 12＋０ ７＋３ 10＋１ ６＋０ ４＋１ 136 

ガボン １＋０ － － ２＋０ － － ２＋０ － １＋０ － － １＋０ 7 

ベナン １＋０ － － － １＋０ － － － － － － １＋０ 3 

象牙海岸 － － － － １＋０ － － － － － － － 1 

コンゴー民主共和国 － － － － １＋０ － － － － －  － 1 

レバノン ２＋０ － １＋０ －  － － － － － １＋０ １＋０ 5 

中央アフリカ － － － － １＋０ － － － － － － － 1 

フランス １＋０ － － －  － － － － － － － 1 

チャード １＋０ － － －  － － － － － － － 1 

モーリタニア － － － － １＋０ － － － － － － － 1 

32 10 12 16 17 10 12 12 11 11 ７ ８ 
合 計 

54 55 49 
157 

総数＝158｛11.5％女生徒（18）、88.5％男子（139）、内、13.4％が外国人(21)｝ 

 ELN ＝家電用電子機器修理  注：最初の数字が男子、次の数字が女子 
 ET ＝電気        （例 17＋９：男子生徒 17 名、女子生徒９名） 
 ELM ＝制御技術 
 MA ＝自動車整備 
 AE ＝電子機器 
 EI ＝自動制御 
 MG ＝機械修理 
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表３－９ 生徒数の推移 

学年 訓練コース 84/85 85/86 86-87 87/88 88/89 89/90 90/91 91/92 92/93 93/94 94/95 95/96 96/97 97/98 

ELN 17 20 20 20 20 21 20 24 23 24 24 24 24 24 

ET - 10 10 10 10 12 12 - 12 12 12 12 9 12 

MG 10 10 10 9 8 9 10 10 10 10 9 10 10 10 

MA 7 8 - 9 10 10 - 10 12 12 12 11 11 12 

第１学年 

小 計 34 48 40 48 48 52 42 44 57 58 57 57 54 58 

AE - 8 9 9 9 8 8 10 12 11 12 12 11 12 

EI - 8 6 9 9 10 10 10 12 12 12 10 12 12 

ET - - 7 8 8 6 10 12 - 13 13 9 13 12 

MG - 9 9 9 9 7 8 9 10 10 10 9 10 9 

MA - 6 8 - - 10 8 - 12 12 12 12 10 10 

第２学年 

小計 - 31 39 35 35 41 44 41 46 58 59 52 56 55 

AE - - 8 9 8 10 9 9 11 12 12 13 11 6 

EI - - 8 8 8 10 10 9 11 12 12 11 10 11 

ET - - - 4 4 9 8 10 12 - 12 13 6 11 

MG - - 9 10 9 10 9 8 10 10 8 10 7 7 

MA - - 6 12 11 - 9 11 - 12 10 8 9 8 

第３学年 

小 計 - - 31 43 40 39 45 47 44 46 54 54 55 43 

合  計 34 79 110 126 123 132 131 132 147 160 170 164 153 155 
 
 ELN ＝家電用電子機器修理 ET ＝電気 
 EI  ＝自動制御 MG ＝機械修理 
 MA ＝自動車整備 AE ＝電子機器 

 

     一方、応募者を広範囲から選抜するため、常に以下のような募集のための広報活動を

実施している。 

      ・毎年カレンダーを作成し、企業、学校および関係機関に配布 

      ・CFPTのパンフレットを作成し、活動状況と入校要領を説明 

      ・民間ラジオ局(まれにテレビ)でコマーシャルを放送 

      ・企業の雑誌、政府系日刊紙『ソレイユ』などに宣伝を掲載 

      ・CFPTの外部に看板を設置 

      ・宣伝用ネオンサインを交通量の多い道路脇に設置 

      ・訪問者に業務内容、活動状況を説明 

      ・展示会、イベントへの参加 

      ・職業訓練関係の諸シンポジウムへの参加 

      ・中等学生の進路指導相談の場でフォーラムを実施 

      ・予算と手段の許す範囲であらゆる手段を講じる 
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    2）卒業生の技能工免状（BT）資格取得状況 

     合格率は、平均して70％以上の高率である。国民教育省職業訓練局によれば、この数

字は他の教育訓練施設と比較しても好成績であるとのことである。CFPT卒業生のBT取

得状況を表３－10に示す。 

 

表３－10 ＢＴ取得状況 

年   度 
専門分野 1987 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 合計 合格率 

（％） 

AE  6/8  6/8  8/10  5/9  8/9  6/11  5/12  7/11  4/13  3/9 5/6 63/106 59.4 

EI  6/7  7/8  8/9 10/10  9/9  7/11  8/12 12/12  9/11 10/10 11/11 97/110 88.2 

ET －  3/4  7/9  8/8  9/10  7/12 － 10/12 10/13  5/6  9/11 68/85 80 

MA  4/6 12/12 －  6/9 10/11 －  2/12 10/10  4/10  3/9  5/6 56/85 66 

MG  7/8  6/8  8/10  8/9  3/8  4/10  6/10  5/8  5/8  6/9  6/8 64/96 67 

合計 23/29 34/40 31/38 37/45 39/47 24/44 21/46 44/53 32/55 27/43 36/42 348/482 － 

合格率(％) 79.3 82.5 76.3 82.2 83 54.5 46 83 58.2 63 86 72 
 

＊6/8＝8 名の応募に対して 6 名が合格 
 AE：電子機器  EI：自動制御  ET：電気  MA：自動車整備  MG：機械修理 

 

    3）卒業生の就職状況 

     平均して80％以上の就職率を維持している。このことはセネガルの雇用状況を考慮す

ると、CFPTの卒業生の実力が相当高く評価されているとみてよい。今回、卒業生の就職

先であるセネガルの代表的な企業3社を訪問し、直接卒業生にインタビューするとともに、

実際の作業現場を視察、同時に彼らの上司へのインタビューを行った。その結果、職場

の上司は、CFPT卒業生の基礎学力と実際の現場の技術的な問題に対処できる技術・技能

を高く評価している。 

 なお、セネガルではスタージュと呼ばれる試用期間（雇用とはみなされない）を通常

２～３カ月取った後、正式に採用されることになっている。 

 一方、卒業生の就職先での雇用レベルをみると、大体において厚遇されており、なか

には職工長として採用された卒業生もいる。 

 CFPT卒業生の雇用状況を表３－11に、就職先リストを巻末資料２に示す。 
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表３－11 CFPT卒業生の雇用状況 

電子機器 自動制御 電  気 機械修理 自動車整備 
年度 

NT TE NT TE NT TE NT TE NT TE 
合計 ％ 

1987 6 6 6 6(3) - - 8 8 3 3 23/23 100 

1989 4＋2 4 6＋1 6 3 3 6 6 10＋2 8 27/29 93 

1990 8 7 8 7 7 7 7 7 - - 28/30 93 

1991 5 5 7＋3 6 8 6(1) 6＋2 6 6 6 29/32 91 

1992 7＋1 7(1) 8＋1 6 7＋2 6(1) 4 4 9＋1 7 30/35 86 

1993 5＋1 5(1) 7 6(2) 7 7 6 6 - - 24/25 96 

1994 6 6 9＋1 9(1) - - 6＋1 6 1＋1 1 22/22 100 

1995 8＋1 8(2) 15＋2 14(1) 10＋1 10 6＋1 5 11 4 41/50 82 

1996 4 3 8＋1 5 9＋1 8 4＋1 4 4 1 21/29 72 

1997 4 4 7＋4 1 3＋2 2 7 5 3＋2 0 12/24 50*3 

1998 9 16*1 9＋2 0*1 9＋1 1*1 6 6*1 11 0*1 13/44*1 30*3 

合 計 57＋5 55(4) 81＋13 66(7) 54＋6 49(2) 60＋5 57 47＋6 30 257/299 86 

％ 96％ 81％ 91％ 95％ 64％   
 
 NT：技術者数             TE：就職済み 
 (1)：内１名は自営業          ％：就職率 
 ４＋２：４は就職希望者数が４名、外国人あるいは故人が２名 
＊１：暫定値 
＊２：1997年度までの合計（1998年度分を除く） 
＊３：セネガルでは通常、学校を卒業後に就職活動を開始するため、卒業後あまり時間がたっていない1997

年度、1998年度の卒業生の就職率は低くなっている。 

 

  (2) 在職者訓練 

    在職者訓練は1989年12月以来実施されており、実施回数で147回、受講者数1309名、延べ

訓練時間数１万3084時間を実施している。なお、コースの詳細については巻末資料３に示

す。 

 

  (3) 夜間訓練 

    1993～1994学期から夜間訓練を実施しており、現在、情報、電子および電気機械関係の

コースを開いている。夜間訓練の実績を巻末資料４に示す。受講者は931名、BT資格取得

者は37名となっている。 

 

  (4) 外国人留学生の受入れ 

    外国人訓練生の受入れは、1992～1993年度から実施しており、これまでに17カ国、138
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名が受講している（巻末資料５）。セネガルは西アフリカ地域で最も工業化が進んでいる

国のひとつであり、同国内で働く外国人からCFPTへの入校希望があったことから、受入れ

が開始されるに至った。今後の受入方針としては、周辺諸国がCFPTでの訓練に示す関心を

考慮して、セネガル人訓練生の利益を損なわない範囲で域内協力を維持するとしている。 

 

３－３ 指導員への技術移転 

 ３－３－１ 指導員の配置状況 

  各科の指導員は、組織図（図３－１）に示すように家庭用電子機器修理４名、電気４名、自

動制御５名、機械修理５名、自動車修理７名、一般教養５名の合計30名が配置されている。採

用時期については指導員リスト（巻末資料６）に示すとおりである。 

 

 ３－３－２ 指導員の資格取得状況 

  セネガルの政令により、BT取得の受験資格を授与するための訓練を担当する指導員は以下の

資格を有していなければならない。 

   1）中等教育の教員で、中等技術職業訓練技能証書（CAESTP）を取得していること 

   2）中等教育の指導員で、中級技術職業訓練技能証書（CAEMTP）を取得していること 

   3）大学入学資格試験（バカロレア）取得後の実務経験が、上記 1）が５年、 2）が４年必

要であること 

  CFPTの指導員30名のなかで、15名が上記の 1）または 2）を保有している。 

 指導員の1998年11月現在の資格取得状況を表３－12に示す。 

 

表３－12 指導員の資格取得状況 

 電子 自動制御 電気 機械修理 自動車整備 一般教養 合計 

PES  0   1  0   5    0   2  8 

PEM  0   0  2   0    2   3  7 

MP  3   3  2   1    2   0  11 

その他  1   1＊  0   0    2   0  4 

合 計  4   5  4   6    6   5  30 

    PES：中等技術職業訓練技能証書取得者（教員） 

    PEM：中級技術職業訓練技能証書取得者（指導員） 

    MP：バカロレア取得後実務経験３年 

    その他：MP以下、ただし、自動制御科（＊印）を除く 
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  プロジェクト方式技術協力の技能工免状（BT）訓練では、指導員に対する訓練が技術、教育

能力の点で満足のいく結果がもたらされた。しかしながら、指導員が日本での研修などによっ

て取得した資格は、セネガルでの公務上の資格（給与）の昇格にはつながりにくい。 

 MPクラスの11名の指導員をPESレベルへ引き上げるための補足訓練を行う必要がある。セネ

ガル政府は、この指導員の資格取得問題を最大の懸案事項として、現在、対応策を検討中であ

る。このため、現在実施中のプロジェクト方式技術協力〔上級技術工免状（BTS）コース〕の

枠内で、ダカール上級ポリテクニック（EPS）と日本の職業能力開発大学校（PTU）との間に以

下のような協力協定締結の要望書が、セネガル側から提案されている。すなわち、 

   1) PTUでの「職業訓練指導員コース」を受講すること。 

   2) これに引き続き、EPSでの１年の訓練を受けること。 

   〔これを修了すると，中等技術職業訓練技能証書（CAESTP）の免状が与えられる〕 

  この２点が実現すれば、非公務員であるMPクラスの指導員がPESレベルの資格を得ることが

でき、公務員となることができる。 

 セネガル政府は、この協定が実現することを強く希望している。 

 

 ３－３－３ 日本人専門家の現地指導および日本での研修による技術移転 

  カウンターパートの日本での研修は、初期の段階では２年間実施され、日本語および技術移

転だけでなく訓練施設の管理運営の方法も移転されその成果が生かされている。 

 また、アンケートによれば、当センターでの技術移転に関しては、語学力の問題および技術

移転のための時間の制約もあったが、日本人専門家およびカウンターパートの努力により所期

の目的を達成している。今回の調査で、この件に関しCFPTの所長から特に発言があり、技術移

転の方法と成果を高く評価しているとのことであった。 

 一方、以下の分野では不十分であったとの指摘があった。 

   ・プロジェクト方式技術協力の終了後、数値制御旋盤が故障したため、あまり活用されな

かったこと 

   ・情報工学が、ソフト、ハードの発達に合わせた規模で協力が行われなかったこと 

   ・自動車整備、特に電子制御燃料噴射装置、自動変速機関連の技術移転が不十分であった

こと 

 

 ３－３－４ カウンターパートから一般指導員への技術移転 

  アンケート調査によれば、教務課長と各学科主任の指導のもと、各学科においてカウンター

パートとプロジェクト方式技術協力終了後に採用された指導員との間で技術移転が行われた。 

 この結果は満足すべきもので、指導員間の協力関係を強化するという成果をもたらすと同時
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に在職者訓練のコース開設の準備などで両者が協力し合うなど、センターの活動を活性化する

のに大いに役立っている。 

 

 ３－３－５ 教材の作成および整備状況 

  開発教材を、具体的な数字をあげて評価することはできないが、日本人専門家の指導により

当初作成された教材のデータバンクをもとに、協力終了後も改善に努め、教材は質、量ともに

充実してきている。特に内容については常時企業のニーズを取り入れるなどして、積極的に見

直しが図られている。各科では、学科、実技ともに技能工免状（BT）資格取得用教材および在

職者訓練用教材のコピーをそのつど訓練生に配布している（ただし、教材は大規模なセミナー

の開催時以外には、製本して訓練生に配布しないことにしている）。 

 BT訓練生および在職訓練生に配布する教材は、週に平均して1000ページにも及んでいる。 

 

３－４ 機材および施設の活用状況 

 ３－４－１ 日本からの供与機材 

  日本から供与された主要訓練機材は最大限活用されており、一部を除き訓練ニーズに十分応え

ているが、技術革新の進歩と産業界のニーズの変化に伴い、新しく機材を補充する必要がある。

また、今回の調査において、故障などにより現在使用できないものとして、CFPTより表３－13

の機材が指摘された。 

 

 ３－４－２ セネガル側が整備した機材 

  技術革新の進歩と産業界のニーズの変化に応じて更新の必要があり、以下の機材をセネガル

側が独自に整備した。 

   ・自動車整備科用のエンジン部品 

   ・情報工学用の中古コンピューター 

   ・視聴覚機材（テレビ、ラジオカセット、ビデオデッキ） 

   ・電子機器科用テレビ６台 

   ・機械修理科用機械部品、機器（減速装置、ポンプ、変速機） 

   ・そのほか教室の机、製図室の机の新規制作 

  しかしながら、セネガルの財政事情により、機器の整備は十分には行われない状況である。 

 

 ３－４－３ 訓練機材および施設の保守管理 

  施設管理運営のための予防保守管理および実際の修理は、本センターの担当職員が実施して

おり、訓練機材の修理は、教務課長の指導のもと、指導員によって行われている。また、消耗
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品と小資機材の補充は、訓練を実施するうえで現在CFPTにとって最大の課題のひとつであり、

教務課長および経理課長の大きな役割となっている。 

 CFPTでは、セネガルで購入できる消耗品については、質を確保しつつできるだけ安い価格で

購入するよう努力しているが、地元で買えないものは、CFPTの職員が日本での研修の折に購入

する場合もある。 

 部品についても、機器によってはセネガルで入手可能なものもあるが、常時入手できるとは

限らない。また、相当数の故障機器があることから、今後早急な対応が望まれる。 
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表３－13 故障などにより現在使用できない機材一覧 

 

自動車整備 

 01 スターター試験台（電子基盤の問題） 

 01 バッテリーチャージャー（電気の問題） 

 01 インジェクションポンプ試験台（油圧ポンプ） 

 01 オシロスコープ（電気故障） 

 01 コマツ起重機（ラジエーター） 

 01 ヘッドライトテスト機（照準器の欠除） 

機械修理 

 01 ＮＣ旋盤（マンドレル回転、自動制御装置）（自動運転が不可） 

 01 テールストックのストッパーが不良（普通旋盤）（ベアリング破損） 

 01 平面研削盤の研削くず除去装置のモーターの故障 

 01 立形フライスの主軸の故障 

 01 立形フライス盤のコレットチャックの不足（１個） 

 01 のこ盤の切込みスピードの調整不良 

 01 スポット溶接機電気系統に問題あり 

 03 ドラフター不調 

 03 ガス溶接プレッシャーメータ（マノメーター）不調 

 02 ドリル研削盤（13φまでの） ベルトがない（セネガルにある） 

 01 ハイドリックプレスのオイル漏れ 

電子機器 

 01 ナショナルポータブルカメラ：機器の故障（テープの取出しシステムの故障：使えない） 

 01 日立カメラ：機器の故障（テープを入れると動かない：使えない） 

 05 日立ビデオデッキ（ヘッドの破損） 

 パワサプライの調整：セネガルで部品入手可 

自動制御 

 01 Robot de rangement（インタフェースの故障：動かない） 

 01 コーヒー作成機（パーツは日本から） 

 01 電気故障（圧力チェックシステム不良） 

 02 ＯＨＰ：ランプがない（６台あるうち１台のみ稼働） 

 01 マッキントッシュ用プリンター（インクカートリッジがない） 

 05 マザー基盤と電気システムの故障 
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 01 電気故障〔プロブラマーの電気システム（小さいダイオード）の故障〕 

 08 デジタルサーキットテストボックスＰＣＢの故障 

 08 デジタルサーキットテストボックスＰＣＢの故障 

 03 パワーエレクトロニックの説明書がない（サーキット回路図がない） 

電気 

 ワットメーター、フェーズメーター（ボビンの故障） 

 04 レオスターのボビンの故障 

 06 Ｓ６コントローラー：キーボードとOut putの故障（プロブラマブルコントローラーの故障） 

 01 キーボードが故障（プリント基盤の） 

 01 （木材用電気カッターのモーターが駄目） 

 01 木材切断用モーター故障 

 01 コンプレッサーモーター故障 

Salle Informatique（コンピューター室） 

 02 ＵＰＳ電圧安定装置の故障：部品がない 

 01 ビデオの故障：メカニズム？ 

 02 ＣＰＵ286の電源の故障 

 08 フロッピーディスクのベッド故障 

 01 ＣＲＴの故障 

 04 ＰＣ98ハードディスク、電源が故障（プリンターのリボン、電源） 

 04 プリンターのリボンと電源 

Ⅴ 消耗品の補充 
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３－５ アンケート調査およびインタビュー結果 

 ３－５－１ 対象者および調査方法 

      ＜対象者＞                 ＜調査方法＞ 

   1）国民教育省職業訓練局長  インタビュー 

   2）CFPTセンター長、運営管理者  インタビュー・アンケート 

   3）CFPTのカウンターパート指導員 12名 アンケート（12名） 

   4）CFPTのカウンターパート以外の指導員 8名 アンケート（8名） 

   5）CFPTの在校生（養成訓練コース） 延べ26名 アンケート(10名) 

     ・インタビュー(16名) 

   6）CFPTの在校生（在職者訓練コース）       15名 アンケート(15名) 

   7）CFPTの卒業生 延べ19名 アンケート(10名) 

     ・インタビュー(9名) 

   8）CFPT卒業生の雇用主 8名 アンケート（8名） 

 

  アンケート調査は、質問票（巻末資料７）をあらかじめCFPTに送付し、調査団がセネガル

訪問時に回収した。また、CFPTおよび卒業生就職先企業を訪問して関係者にインタビューし

た。 

 

 ３－５－２ 調査結果の概要 

  調査対象者別の回答概要は表３－14のとおりである。 
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第４章 団長所感 
 

４－１ 達成度 

 今回の評価対象である日本セネガル職業訓練センター（以下訓練センター）の上位目標は、「中

堅技能者を育成することにより、軽工業を中心とした二次産業を振興し、農業を中心とした経済

からの脱皮を図る」であった。とすれば、訓練センターがこの目標にどれだけ貢献しているかど

うかを評価するためには、訓練センターがセネガルの経済界にどのような影響をもたらしたか、

という観点から行われなければならない。また、工業化がどの程度進展したか、ということにも

目が向けられるべきである。しかし実際には、訓練センター自体が直接生産事業を行うわけでな

いため、こうしたマクロ的な評価は容易ではない。GNPなどへの寄与率などが算出できるならば、

その数字によりかなりの程度まで客観的な評価ができることになるが、これも事実上不可能に近

い。 

 こうした数字に代わるデータを求めるとすると、今回の調査で得た卒業生の就職率やBT合格率

などということになる。また、雇用主側の卒業生に対する評価や、卒業生、在校生の訓練センタ

ーの授業内容に対する評価なども参考になる。 

 こうしたデータ、評価を指標にして判断するならば、訓練センターは当初の目的を達成してい

ると評価できるだろう。 

 

４－２ 成功の理由 

 では、訓練センターが目的を達成した理由は何なのだろうか。大きく分けて３つあると思われ

る。 

 

 (1) 時宜にかなったプロジェクト 

   ひとつは、訓練センターが、セネガルの社会的要請に合致していたことがあげられる。時

宜にかなったプロジェクトだったということである。これは、前述した卒業生の就職率、BT

の合格率、受験生数などからもうかがうことができる。また、日本側の事前調査も適切に行

われたことをうかがわせる。 

 

 (2) 各種調査結果の反映 

   次に、本プロジェクトのエバリュエーション調査およびアフターケア調査などの結果があ

る程度反映され、訓練センターが改善されていることがあげられる。たとえば、1990年のエ

バリューション調査での提言（在職者訓練の適切な実施、入学試験の試験場所の拡大など）

も、かなりの部分が具体化されている。合同評価結果が生かされているのは望ましい姿であ

－44－



る。これまでの日本の援助のなかには、「施設を作ったらそれっきり」などというケースもあ

ったといわれるが、この訓練センターについては、協力終了後のアフターケアはかなり入念

に行われている。 

 

 (3) 優秀なスタッフ 

   最後は、セネガル側関係者の努力と熱意があげられなくてはならない。学科の改編などに

もみられるが、現在のスタッフはきわめて優秀であり、創意工夫で困難な局面を乗り切って

いる。夜間コースの開設や企業からの訓練生受入れ、また海外留学生受入れなど、財政面へ

の寄与だけでなく、訓練センターの活性化にも貢献している。そのうえ、訓練用器材の管理

などもほぼ完全に行われているのは特筆されていいだろう。こうした優秀なスタッフを得ら

れたことが訓練センター成功の見逃すことのできない要素である。優秀なスタッフが得られ

たのは、日本に留学させ、日本語を学ばせてから技術習得をさせるなど、スタッフ教育が適

切だったことが大きいと思われる。 

 

４－３ 今後の課題 

 成功したプロジェクトであっても、もちろんいくつかの問題点、改善すべき点は残る。むしろ

成功したからこそ浮き彫りなる問題点もある。 

 

 (1) きめ細かいアフターケアの必要性 

   そのひとつは、何台かの機械類が部品不足などで作動していないことである。高価な機器

が、たったひとつの部品がないために作動しないというのは、どのような説明を聞いても理

解しがたい。これはアフターケアの問題である。「アフターケア調査の結果が反映された」と

いう成功理由と一見、矛盾するようだが、そうではない。作動しない機械類があるのは、ア

フターケア調査が大所高所からのものになりがちで、きめ細かいアフターケアができていな

いためである。機器類の故障、部品の破損は突然発生する可能性が高く、数年に一度のアフ

ターケアでは対応できないケースが多いことは容易に推察される。そうした問題に対応する

には、重要器材のメインテナンスについては、訓練センターと日本側の間に恒常的な連絡・

通報体制があってもよいと思われる。 

 現地で賄えるものについては、訓練センター側の自助努力を求めるは当然だが、彼らの手

に負えないもの（今回修復不能とわかった数値制御旋盤など）については、日本側と早急に

連絡をとっていれば、対応できたのではないだろうか。また、本当に部品の調達などが不可

能であり、その機器が修復できないのであれば、これまた、早急にその旨を訓練センターに

報告し、機器の処分を検討すべきである。そうすれば「無用の長物」が無駄なスペースを占
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めることはなくなる。こうしたきめの細かさがこれからのアフターケアでは最も求められる

のではないだろうか。 

 

 (2) スタッフ養成 

   もうひとつは、スタッフの問題である。現在のスタッフはほとんどが日本への研修・留学

経験があり、「日本人的勤勉さ」を習得している。前述したように、訓練センターは彼らの努

力と創意工夫によって運営されているのが実情である。だが、彼らも永遠にスタッフでいる

わけではないだろう。計画的に後進のスタッフを育成しなければならない。人が代わった途

端にうまくいかなくなることも、考えられないことではない。 

 優秀な人材をどのように発掘し教育していくかは、相手国のあることであり、そう簡単で

はないが、今のうちに対策を考える必要がある。特に、この種の職業訓練施設運営のための

セネガル人専門家の養成に対して、日本としても支援していくことが望ましいだろう。 

 

 (3) 学科再編 

   学科構成も改善すべきだろう。アフリカという地域特性や開発段階などを考慮すると、現

地で希望が多かった情報関連（コンピューター関連）の学科や、環境関連の学科の設置など

が求められているのではないか。授業内容についても、別途検討されているBTS（上級技術

工免状）コースのような、より高度なものが求められている。 

 卒業生から「BTSコースには卒業生も入れるのか」という質問が多かったことに端的に示

されるように、よりハイレベルの技術習得の要望は強い。こうした要望は、セネガルの工業

化の進展に伴っていると思われる。現在の訓練センターを固定したものとせず、セネガルの

発展段階に伴って不断に変革していくことが求められている。 

 

４－４ おわりに 

 最後に、若干の提案をしたい。それは、訓練センターはフランス語圏アフリカ諸国における同

種の施設でも３指に入るとまでいわれる成功を収めている。今、訓練センターに求められている

のは、その成果をさらに拡大するような方策をとることである。それは、西アフリカ地域におけ

る中核的な訓練センターにすることではないだろうか(注)。 

 現在、訓練センターには、周辺諸国から留学生を招いている。これは訓練センター経営上の理

由もあるが、非常に好都合である。留学生を受け入れるうえでの問題は、宿舎確保が難しいこと

にあるということだった。それならば、日本が寄宿舎を建設し、セネガルがこれまでのように留 
 
(注) 1999年度から５年間の予定で、日本・セネガル職業訓練センターにおいて、フランス語圏アフリカ11カ国（セネガル、

マリ、モーリタニア、トーゴー、象牙海岸、ニジェール、ブルキナ・ファソ、ギニア、ガボン、ベナン、中央アフリカ）
を対象とした第三国集団研修「職業訓練」を開始した。 
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学生を招くというシステムを整備してはどうだろうか。周辺諸国でこの訓練センターと同様な施

設を作り、同じような成功を収めるには、多額の資金と時間が必要になる。BTSコースの創設と

同時に、そのようなシステムを早急に検討すべきではないかと思われる。 

 単発の援助を数多く行うというやり方は、もはや通用しない。この訓練センターのように成功

した援助をベースにして、次の援助、よりグレードアップした援助を展開すること、援助を点か

ら面に広げることが真剣に検討されるべきではないだろうか。 
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第５章 教訓・提言 
 

５－１ きめ細かいアフターケア 

 今回の調査対象のように、自助努力により持続発展を続け、さまざまな波及効果をあげている

プロジェクトに対しては、優先して協力終了後の補完協力を実施すべきである。それにより、よ

りいっそうの波及効果が期待でき、投資効果も高い筈である。 

 

５－２ 日本側支援団体との関係強化 

 プロジェクト方式技術協力の専門家の出身組織（職業訓練校、職業訓練大学校他）との密接な

連携関係（単位認定制度による卒業資格など）を形成する。本邦研修で技術的補完を行うのみな

らず、資格取得上の単位交換制度など、より広いパートナーシップの構築を目ざす。 

 

５－３ 組織の自立発展に向けた努力 

 CFPTは、中央政府の財源不足によって逆に、自己財源確保の道を模索せざるを得なくなり、在

職者訓練や夜間コースなどの有料研修を企画・開講することとなった。これは効を奏し、経営面

での重要な資金源になる一方、関係企業との関係も緊密になり、その結果、卒業生の就職や企業

需要の的確な把握が促進された。 

 相手側実施機関が有する施設や技術力が付加価値を生む素地を持っているのであれば、自己財

源確保のための事業（在職者セミナー、夜間コースなど）を模索する必要がある。これらの事業

実施のためには、関係企業との不断のコンタクトを通じた十分な市場調査が不可欠であり、そし

て、技術革新への努力や研修プログラムの積極的な宣伝も求められる。そのためには対外渉外専

門のスタッフを配置する必要があり、また、相手国側実施機関の中核指導者に対しては、本邦研

修において技術研修のみならずマネージメントについても研修科目に含めることが重要である。 

 

５－４ 地域協力への発展 

 資金、人材、言語などの関係から、西アフリカ地域において日本の技術協力プロジェクトを数

多く展開することは容易でない。しかし、CFPTのように、自らがすでに仏語圏アフリカの地域協

力の拠点になりつつある組織においては、たとえばJICAの地域訓練センターに位置づけるなどす

れば、その地域において広範囲な協力効果をあげていくことができるであろう。 

 地域協力への発展の可能性があるプロジェクトについては、プロジェクト形成の段階から周辺

国への効果拡張を視野に入れ、協力期間終了までに周辺国のニーズ調査などを行うことやアフタ

ーケアの実施など、持続的発展を助長する努力が有効である。 
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５－５ 複合協力 

 CFPTではないが、今回の評価調査においてセネガルで参考視察したJICAの協力は、無償資金

協力、青年海外協力隊など、それぞれの援助形態では効果が発現しているが、これらの形態間で

の有機的な関係づけの工夫がもう少しあってもよい。たとえば、青年海外協力隊員（保健婦、衛

生隊員など）の活動と無償資金協力の村落給水プロジェクトのより密な協力関係の構築を積極的

に進めていくべきである。 

 協力対象地区や現場単位でみた関連協力間の連携を促進するためには、地区ごとの開発課題、

想定される協力形態をまずミクロレベルでとらえた後に、全体のプロジェクト形成を行うことが

望ましい。また、そのようなプロジェクトにおいて、関係省庁が複数にまたがる場合には、JICA

が積極的に調整を行うことが重要である。 
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資   料 
 
 
 
 
１ 訓練カリキュラム 
 
２ 就職先リスト 
 
３ 在職者セミナー実施実績 
 
４ 夜間コースカリキュラム 
 
５ 周辺国からの入学者数 
 
６ 指導員リスト 
 
７ 質問票 

 

 

 





１ 訓練カリキュラム 

Ⅰ．家庭用電子機器修理 

学年 １ 年 ２ 年 ３ 年 
分    野 科    目 

学期 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 
係数 

一般 数学 ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ 

 仏語 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

 英語 ２ ２ ２ ２ ２ ２ １ 

 体育 ２ ２ ２ ２ ２ ２ １ 

 経済   １ １   １ 

 法律     １ １ １ 

 計 09 09 10 10 10 10  

電気／電子 電気 ４ ４     ４ 

 電磁気学 ２ ２      

 電気技術／安全工学 １ １     ２ 

 アナログ ４ ４ ２ ２   ３ 

 デジタル回路 ２ ２ ２ ２   ２ 

 電力電子工学     ３ ３ ２ 

 計 13 13 ４ ４ ３ ３  

情報工学 DOS/Windows ベーシック ３ ３     ２ 

 Word-Excel-Access   ２ ２   ２ 

 情報工学     ４ ４ ３ 

 計 ３ ３ ２ ２ ４ ４  

機械工学概論 機械工学 １ １     １ 

 製図 ３ ３     ２ 

 計 ４ ４      

計測／テスト 電気計測 ３ ３     ４ 

 電子計測   ３ ３ ３ ３ ４ 

 計 ３ ３ ３ ３ ３ ３  

実技 手仕上げ ３ ３     ３ 

 電子回路組立   ３ ３ ３ ３ ４ 

 修理   ４ ４   ４ 

 計 ３ ３ ６ ６ ４ ４  

コンピューター機材 マイクロコンピューターメンテナンス   ２ ２ ２ ２ ３ 

 計   ２ ２ ４ ４  

視聴覚機材 ラジオ、テレビ   ７ ７   ４ 

 ビデオ     ４ ４ ５ 

 計   ７ ７ ４ ４  

自動制御    ４ ４ ４ ４ ３ 

TOTAL GENERAL  35 35 35  

 目的：家庭用電子機器の修理ができること。 
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Ⅱ．電気科 

学年 １年 ２年 ３年 
分    野 科    目 

学期 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 
係数 

一般 数学 ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ 

 仏語 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

 英語 ２ ２ ２ ２ ２ ２ １ 

 体育 ２ ２ ２ ２ ２ ２ １ 

 経済   １ １   １ 

 法律     １ １ １ 

 計 09 09 10 10 10 10  

電気／電子 電気 ４ ４     ４ 

 電磁気学 ２ ２     - 

 電気技術／安全工学 １ １ １ １ ２ ２ 2-3-3 

 アナログ ４ ４     ３ 

 デジタル回路 ２ ２ ２ ２   ２ 

 電力電子工学     ２ ２ ２ 

 計 13 13 ４ ４ ３ ３  

情報工学 DOS/Windows ベーシック ３ ３     ２ 

 Word-Excel-Access   ２ ２   ２ 

 情報工学     ４ ４ ３ 

 計 ３ ３ ２ ２ ４ ４  

機械工学概論 機械工学 １ １     １ 

 製図 ３ ３     ２ 

 製造   ２ ２ ３ ３ ２ 

 計 ４ ４ ２ ２ ３ ３  

計測／テスト 電気計測 ３ ３     ４ 

 測定実習   ３ ３   ４ 

 計 ３ ３ ３ ３    

電気／機械 電気理論   ３ ３ ２ ２ ３ 

   〃    ４ ４ ３ ３ ４ 

 計   ７ ７ ５ ５  

電子実習 回路手仕上げ ３ ３     ２ 

 電子回路   ２ ２   ３ 

 計 ３ ３ ２ ２    

自動制御 製図   ２ ２ ２ ２ ３ 

 工業配線   ３ ３ ５ ５ ５ 

 自動制御     ２ ２ ２ 

 計   ５ ５ ９ ９  

TOTAL GENERAL  35 35 35  

 目的：電気工事と工業用自動制御の実施と修理ができること。 
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Ⅲ．制御技術 

学年 １年 ２年 ３年 
分    野 科    目 

学期 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 
係数 

一般 数学 ３ ３ ３ ３ ３ ３  

 仏語 ２ ２ ２ ２ ２ ２  

 英語 ２ ２ ２ ２ ２ ２  

 体育 ２ ２ ２ ２ ２ ２  

 経済   １ １    

 法律     １ １  

 計 09 09 10 10 10 10  

機械理論 製図 ４ ４ ４ ４ ４ ４  

 機械概論 ２ ２ ２ ２ ２ ２  

 機械製造法     ２ ２  

 製造技術 ２ ２ ２ ２ ２ ２  

 計 ８ ８ ８ ８ 10 10  

機械実習 Machine-outil (To,Fr,Rect°) ６ ６ ７ ７ ６ ６  

 仕上げ-溶接 ６ ６   ２ ０  

 組立、分解     ３ ３  

 熱処理     １ １  

 計 12 12 ７ ７ 12 10  

自動制御 自動制御   ５ ５    

 油圧     ０ ２  

 計 ０ ０ ５ ５ ０ ２  

電気 電気理論 ４ ４      

 電子理論 ２ ２      

 電力、電子計測   ３ ３    

 電気機器理論実習     ３ ３  

 計 ６ ６ ３ ３ ３ ３  

情報工学 DOS-Windows/Word/Exel   ２ ２    

 計 ０ ０ ２ ２ ２ ０  

TOTAL GENERAL  35 35 35  

 目的： 自動制御装置、設置のメンテナンスができること。 
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自動車整備科：理論 

カリキュラム 

学 
年 １年 ２年 ３年 

自動車整備科 
教材 学 

期 １ ２ １ ２ １ ２ 

計 

内燃機関概論 ２ ２     ４ 

シャーシ工学   ２ ２ ２ ２ ８ 

製図 ４ ４ ４ ４ ４ ４ 24 

材料 ２ ２   １ １ ６ 

機械工学概論 ２ ２ ２ ２ ２ ２ 12 

ディーゼル機関 
自動車電装   ２ ２ ２ ２ ８ 

基礎電気 ２ ２ ２ ２ １ １ 10 

計 12 12 12 12 12 12 72 
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自動車整備科：実習 

カリキュラム 

学 
年 １ 年 ２ 年 ３ 年 

自動車整備科 
実習 学 

期 １ ２ １ ２ １ ２ 

計 

一般 ９ ９ ９ ９ ９ ９ 58 

理論 12 12 12 12 12 12 72 

手仕上げ ５      ５ 

板金    ２  ２ ４ 

塗装    ２  ２ ４ 

溶接 ４     ２ ６ 

測定 ２   ２   ４ 

機械作業 ３      ３ 

エンジン分解、組立調整、 
船外機、修理作業   

14   
４ 

 
４ 

 
２ 

 
24 

自動車分解、組立調整、 
修理作業    

14 
 
４ 

 
10 

 
６ 

 
34 

        

計 14 14 14 14 15 15 86 
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